
５．成長分野等における中核的専門人材養成等の

戦略的推進

（前年度予算額 １，５３３百万円）

２９年度要求額 １，４３０百万円

１．要求の要旨

産業や社会構造の変化、グローバル化等が進む中で、経済社会の一層の発展を期すため

には、経済再生の先導役となる産業分野の雇用拡大や人材移動を円滑に進めるとともに、

個人の可能性を最大限発揮し、日本再生・地域再生を担う中核的役割を果たす専門人材の

養成が必要不可欠である。

また、平成２５年６月閣議決定の「日本再興戦略」、「経済財政運営と改革の基本方針

～脱デフレ・経済再生～」、「第２期教育振興基本計画」においては、専門学校等が産業

界と協働して、中核的な人材の育成等を行うオーダーメード型の職業教育プログラムを新

たに開発・実施するなど、社会人等の学び直しの支援を行うこととされている。さらに、

「日本再興戦略２０１６」（平成２８年６月２日閣議決定）や、「まち・ひと・しごと創

生総合戦略（２０１５改訂版）」（平成２７年１２月２４日閣議決定）においても、専門

学校等における職業人材の育成推進等が示されているところである。

これらを踏まえ、専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等の教

育機関、企業・業界団体、その他関係機関が協働し、地域や産業界の人材ニーズに対応し

た、社会人等が学びやすい教育プログラムの開発・実証を行うとともに、高等専修学校等

における特色ある教育を推進するための教育カリキュラムの開発等を実施する。

２．要求の内容

（１）企画推進委員会等の設置

教育関係者、産業界関係者、学識経験者等による企画推進委員会を文部科学省に設

置し、委託先を選定するに当たって公募先から提出のあった計画書の審査、各委託先

における取組状況の把握及び評価等を行う。

（２）地域版学び直し教育プログラムの開発・実証

地域や業界団体・企業等の人材ニーズが高い分野において、社会人等を対象として

就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を修得する

ため、様々な教育リソースを有する各地域の専修学校等において、地元企業や業界団

体等のニーズを踏まえた「オーダーメード型教育プログラム」の開発・実証等を行う。

（３）特色ある教育推進のための教育カリキュラム等の開発・実証

高等専修学校等において、後期中等教育段階から高等教育や就業への継続性のある

教育カリキュラムや、特別に配慮が必要な生徒等の特性を踏まえた支援体制・教育手

法（教育カリキュラムや就業支援等）の開発・実証を行う。

- 19 -



【
「
日

本
再

興
戦

略
」

-J
AP

AN
 i
s
 B

AC
K-
（

平
成

25
年

6月
1
4日

閣
議

決
定

）
】

（
抜

粋
）

一
．

日
本

産
業

再
興

プ
ラ

ン
～

ヒ
ト

、
モ

ノ
、

カ
ネ

を
活

性
化

す
る

～

２
．

雇
用

制
度

改
革

・
人

材
力

の
強

化

⑤
若

者
・

高
齢

者
等

の
活

躍
促

進
○

若
者

の
活

躍
促

進

・
大
学

、
大

学
院

、
専

門
学

校
等

が
産

業
界

と
協

働
し

て
、

高
度

な
人

材
や

中
核

的
な

人
材

の
育

成
等

を
行

う
オ

ー
ダ
ー

メ
ー

ド
型

の
職

業
教

育
プ

ロ
グ
ラ

ム
を

新
た

に
開

発
・

実
施

す
る
と

と
も

に
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
履

修
者

へ
の

支
援

を
行

う
な

ど
、
社

会
人

の
学

び
直

し
を

推
進
す

る
。

専
修
学
校
、
大
学
、
大
学
院
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
、
高
等
学
校
等
の
教
育
機
関
、
企
業
・業
界
団
体
、
そ
の
他
関
係
機
関
が
協
働
し
、
地

域
や
産
業
界
の
人
材
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
、
社
会
人
等
が
学
び
や
す
い
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・実
証
を
行
う
と
と
も
に
、
高
等
専
修
学
校
等
に
お
け
る

特
色
あ
る
教
育
を
推
進
す
る
た
め
の
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開
発
等
を
実
施
す
る
。
こ
れ
ら
の
取
組
を
通
じ
て
、
成
長
分
野
等
に
お
け
る
中
核
的
専
門
人

材
や
高
度
人
材
の
養
成
を
図
る
。

（
背
景
）

（
事
業
の
趣
旨
）

【
「

日
本

再
興

戦
略

」
改
訂

20
14

-未
来
へ
の
挑
戦

-（
平
成

2
6年

6
月

2
4日

閣
議
決
定
）

】
（
抜
粋
）

一
．

日
本

産
業

再
興

プ
ラ
ン

１
．

緊
急

構
造

改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
産
業
の
新
陳
代
謝
の
促
進
）

ⅲ
）

サ
ー

ビ
ス

産
業
の
生
産
性
向
上

・
サ

ー
ビ

ス
産
業
の
革
新
的
な
経
営
人
材
の
育
成
を
目
指
し
た
大
学
院
・
大
学
に
お
け
る
、
サ
ー

ビ
ス

産
業

に
特
化
し
た
実
践
的
経
営
プ
ロ
グ
ラ
ム
や
、

専
門
学
校
等
に
お
け
る
実
践
的
教
育
プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発
・
普
及

（
前
年
度
予
算
額
：
１
，
５
３
３
百
万
円
）

平
成
２
９
年
度
要
求
額
：
１
，
４
３
０
百
万
円

企
業
・
産
業
界
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た

養
成
す
べ
き
人
材
像
を
設
定
・
共
有
。

環
境
･エ
ネ
ル
ギ
ー

食
・農
林
水
産

医
療
・福
祉
・健
康

工
業

社
会
基
盤

ゲ
ー
ム
・Ｃ
Ｇ

観
光

ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ブ

ＩＴ

航
空
産
業

グ
ロ
ー
バ
ル

経
営
基
盤

こ
れ
ま
で
の
取
組

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

全
国
的
な
標
準
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の
開
発
・実
証

地
域
や
業
界
団
体
・
企
業
等
の
人
材
ニ
ー
ズ
が
高
い
分
野
に
お
い
て
、
社
会
人
等
を
対
象
と
し
て
就
労
、
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
、
キ
ャ
リ
ア
転
換
に
必
要
な
実
践
的
な
知
識
・
技
術
・
技
能
を
修
得
す
る
た
め
、
様
々
な
教
育
リ
ソ
ー

ス
を
有
す
る
各
地
域
の
専
修
学
校
等
に
お
い
て
、
地
元
企
業
や
業
界
団
体
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
「
オ
ー

ダ
ー
メ
ー
ド
型
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
開
発
・
実
証
等
を
行
う
。

地
域
や
業
界
団
体
・
企
業
等
の
人
材
ニ
ー
ズ
が
高
い
分
野
に
お
い
て
、
社
会
人
等
を
対
象
と
し
て
就
労
、
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
、
キ
ャ
リ
ア
転
換
に
必
要
な
実
践
的
な
知
識
・
技
術
・
技
能
を
修
得
す
る
た
め
、
様
々
な
教
育
リ
ソ
ー

ス
を
有
す
る
各
地
域
の
専
修
学
校
等
に
お
い
て
、
地
元
企
業
や
業
界
団
体
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
「
オ
ー

ダ
ー
メ
ー
ド
型
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
開
発
・
実
証
等
を
行
う
。

地
域
版
学
び
直
し
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
・
実
証

高
等
専
修
学
校
等
に
お
い
て
、
後
期
中
等
教
育
段
階
か
ら
高
等
教
育
や
就
業
へ
の
継
続
性
の
あ
る
教
育
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
や
、
特
別
に
配
慮
が
必
要
な
生
徒
等
の
特
性
を
踏
ま
え
た
支
援
体
制
・
教
育
手
法
（
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ

ム
や
就
業
支
援
等
）
の
開
発
・
実
証
を
行
う
。

特
色
あ
る
教
育
推
進
の
た
め
の
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の
開
発
・
実
証

専
修
学
校
等
の
中
核
的
専
門
人
材
・
高
度
人
材
の
養
成
、
社
会
人
等
の
学
び
直
し
を
全
国
的
に
推
進

高
等
専
修
学
校
等
の
特
色
あ
る
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
を
全
国
的
に
共
有

・
地
域
や
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
人
材
の
育
成

・
特
色
あ
る
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
開
発
・
実
証

教
育
リ
ソ
ー
ス
を
有
す
る
専
修
学
校
等
に
お
い
て

「
オ
ー
ダ
ー
メ
ー
ド
型
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
の
開
発
・
実
証

（
事
業
の
概
要
）

※
実
施
分
野
の
例
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６．専修学校を活用した地域産業人材育成事業
（ 新 規 ）

２９年度要求額 ２７２百万円

１．要求の要旨

現代社会は、グローバル化に伴う国際競争の激化や、技術革新による産業構造・ビジネ
スモデルの変化が急速に進んでおり、これら時代の流れに対応した人材育成や教育手法を
確立することが、我が国の産業競争力を強化する上で重要である。
専修学校は実践的な職業教育を行う教育機関としての役割を果たしており、また、産業

構造の変化や各地域のニーズ等に対応する教育を実施するなど、その柔軟な制度特性を生
かしながら教育を実施してきた。これら職業教育機関が、実ビジネスの中で真に必要とさ
れる人材はどのような人材なのか、最新の技術ではどのような教育が有効なのかというこ
とを適時・的確に捉えることにより、常に情報のアップデートを実施し、各教育機関が実
施する教育に反映する仕組み作りが必要である。
また、急速な経済社会の変化に応じて、各職業人材に求められる知識や技術も変化し、

学校卒業までに身につけた能力だけでは不十分であり、社会に出た後も、学び続けること
により、新たに必要とされた知識や技術を習得することが求められている。
これらを踏まえ、専修学校において、業界の最新の人材ニーズに対応した教育を実施す

るため、各分野の専修学校と業界団体等による教育内容の即応的改編・充実のための仕組
み作りを支援することにより、専修学校の産学連携による職業教育の充実を図るとともに、
社会人等の学び直し講座の開設促進のための調査研究や学び直し講座検索ポータルサイト
の創設を通じて、社会人の学び直し環境の整備を行う。

２．要求の内容
（１）企画審査委員会等の設置

教育関係者、産業界関係者、学識経験者等による企画審査委員会を文部科学省に設
置し、委託先の選定に当たって必要となる審査、並びに各取組状況の助言等を実施す
る。

（２）人材育成協議会の設置
専修学校群が、自由度の高い制度的特徴を生かしながら、変化する産業界等のニー

ズに的確に応え、実践的な職業教育機関としての役割を果たしていくことを支援する
ため、専修学校と産業界・行政機関等を構成員とする協議会を創設する。
同協議会においては、各分野における人材育成の在り方を検討し、各専修学校にお

ける教育内容の改編・充実につなげるとともに、事業終了後においても持続可能な協
議体制の整備を促す。（１４分野）

※産学連携による職業教育のＰＤＣＡサイクル＜人材育成協議会の取組（ＰＤＣＡ ）＞※

・最新の産業動向や業界ニーズ把握・共有
・ニーズを踏まえた具体的な教育機会の提供 （社会人の学び直しを含む）
・効果的な教育体制・手法の検証
・時代に応じ適時に教育手法等の改善がなされるプロセスの確立
・組織の自立化に向けた検討 等

（３）専修学校を活用した社会人等の学び直し機会の提供
専修学校が附帯事業として社会人等の学び直しに資する講座を実施する際の隘路と

あ い ろ

なっている課題に対し、改善するための方策について検証・分析を行うための調査研
究を実施する。また、専修学校が提供する社会人等の学び直し講座を検索できるポー
タルサイトを構築する。
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企
業
・業
界
団
体

※
分
野
横
断
の

協
議
会
も
設
置
可

専
修
学
校

行
政
機
関

分
野
別
の
人
材
育
成
協
議
会

（
○
○
分
野
）

地
域
版
協
議
会

専
修
学
校
を
活
用
し
た
地
域
産
業
人
材
育
成
事
業

平
成
２
９
年
度
要
求
額
：
２
７
２
百
万
円
【
新
規
】

4
2
.
3

我
が
国
の
専
修
学
校
群
が
、
自
由
度
の
高
い
制
度
特
性
を
生
か
し
な
が
ら
、
変
化
す
る
社

会
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
応
え
、
そ
の
役
割
を
果
た
し
て
い
く
こ
と
を
支
援
。

≫
≫
専
修
学
校
と
産
業
界
・
行
政
機
関
等
を
構
成
員
と
す
る
協
議
会
に
お
い
て
、
各
分
野
に
お

け
る
人
材
育
成
の
在
り
方
を
検
討
し
、
各
専
修
学
校
に
お
け
る
教
育
内
容
の
改
編
・
充

実
に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、
持
続
可
能
な
協
議
体
制
の
整
備
を
促
す
。

（
併
せ
て
、
地
域
版
協
議
会
を
設
置
し
、
各
地
域
の
地
方
版
総
合
戦
略
に
お
け
る
専
修
学
校
の
参
画
促
進
を
図
る
と
と
も
に
、

分
野
横
断
的
な
連
携
・
情
報
共
有
を
行
う
連
絡
協
議
会
を
設
置
す
る
。
）

専
修
学
校
を活
用
した
社
会
人
等
の学
び直
し機
会
の提
供

①
社
会
人
等
の
学
び
直
し講
座
の
開
設
促
進

専
修
学
校
が
附
帯
事
業
とし
て
社
会
人
等
の
学
び
直
しに
資
す
る
公

開
講
座
を実
施
す
る
際
の
隘
路
とな
って
い
る
課
題
に
対
し、
改
善
す
る

た
め
の
方
策
に
つ
い
て
実
証
的
に
検
証
・分
析
を
行
うた
め
の
調
査
研
究

を実
施
。

②
学
び
直
し講
座
ポ
ー
タル
サ
イト
構
築

【
事
業
の
背
景
】

◆
産
業
界
か
ら
の
最
新
の
人
材
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
教
育
の
実
施

実
践
的
な
職
業
教
育
を
行
う
各
分
野
の
専
修
学
校
の
魅
力
を
更
に
高
め
る
た
め
に

は
、
産
業
界
か
ら
の
人
材
ニ
ー
ズ
を
適
時
・
的
確
に
捉
え
、
各
専
修
学
校
の
教
育

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
に
反
映
す
る
必
要
。

◆
学
び
直
し
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
教
育
機
会
の
提
供

社
会
に
出
た
後
も
、
職
業
人
が
生
涯
に
わ
た
る
職
業
生
活
の
中
で
、
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
を
求
め
ら
れ
る
場
面
も
多
く
な
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
お
り
、
社
会
人
等

の
学
び
直
し
環
境
の
整
備
を
支
援
す
る
こ
と
が
重
要
。

専
修
学
校
が
提
供
す
る
社
会
人
等
の
学
び
直
し講
座
を
検
索
で

きる
ポ
ー
タル
サ
イト
を
構
築
。

「成
長
分
野
等
に
お
け
る
中
核
的
専
門
人
材
養
成
等
の
戦
略
的
推
進
」事
業
の
実

施
に
より

・教
育
機
関
と産
業
界
の
連
携
強
化

・社
会
人
等
が
学
び
や
す
い
教
育
プ
ログ
ラム
の
開
発

を
実
施

社 会 の ニ ー ズ

・学
校
を
出
て
一
度
社
会
人
とな
った
後
に
大
学
や
専
門
学
校
等
で
学
び
た
い
と思
っ

て
い
る
者
は
30
代
・4
0代
で
約
４
割
存
在
。

・社
会
人
が
教
育
機
関
で
学
び
や
す
くす
る
に
は
、社
会
人
向
け
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
拡
充

や
土
日
祝
日
夜
間
に
お
け
る
授
業
の
拡
充
が
必
要

こ れ ま で の 取 組 政 府 の 提 言

【ニ
ッポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラン
（
平
成
28
年
６
月
２
日
閣
議
決
定
）
】（
抜
粋
）

（
3）
女
性
活
躍

大
学
・専
修
学
校
等
に
お
け
る
実
践
的
な
学
び
直
し機
会
の
提
供
を
図
る

専
修
学
校

企
業
・業
界
団
体

行
政
機
関

分
野
別
の
人
材
育
成
協
議
会

（
○
○
分
野
）

地
域
版
協
議
会

地
域
版
協
議
会

最
新
の産
業
動
向
や
業
界
ニー
ズ把
握
・共
有

ニー
ズを
踏
まえ
た具
体
的
な
教
育
機
会
の提
供

効
果
的
な
教
育
体
制
・手
法
の
検
証

時
代
に
応
じ適
時
に
教
育
手
法
等
の
改
善

が
な
され
る
プ
ロセ
ス
の
確
立

組
織
の
自
立
化
に
向
け
た
検
討

等

復
職
や
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
を
目
指
す
者
に
対
す
る
学
び
直
し

機
会
の
提
供
を
図
る
た
め
、
実
施
講
座
を
検
索
で
き
る
ポ
ー
タ

ル
サ
イ
ト
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
社
会
人
等
の
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
す
る
た
め
の
短
期
講
座
等
の

開
設
を
促
進
す
る
。

≫
≫
子
育
て
等
で
退
職
し
た
者
や
知
識
等
の
高
度
化
を
目
指
す

者
に
対
す
る
学
び
直
し
機
会
を
拡
大

自
立
化
の

タ
ー
ゲ
ッ
ト

①
今
後
の
産
業
動
向
・
人
材
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
各
専
修
学
校
に
お
け
る
教
育
実
践

②
上
記
①
を
可
能
に
す
る
産
学
官
に
よ
る
持
続
可
能
な
体
制
の
確
立

平
成

２
９

年
度

に
実

施
す

る
取

組
概

要

分
野
横
断
的
な
連
携
・
情
報
共
有
を
実
施
す
る
連
絡
協
議
会

各
分
野
の学
校
と業
界
団
体
等
によ
る教
育
内
容
の即
応
的
改
編
・充
実
の仕
組
み
の創
設

※
平
成
28
年
2月
内
閣
府
「教
育
・生
涯
学
習
に
関
す
る
世
論
調
査
」

分
野
別
の
人
材
育
成
協
議
会
の
取
組
（
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
＋
α）

Ｐ D C Ａ α
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７．専修学校グローバル化対応推進支援事業

（新 規）

２９年度要求額 ３６６百万円

１．要求の要旨

「日本再興戦略」では、優秀な外国人留学生を「２０１２年の１４万人から２０２０年

までに３０万人に倍増させること（「留学生３０万人計画」の実現）を目指す」（平成２

５年６月１４日閣議決定）とされている。

また、「今後、特に需要増が見込まれるＩＴ・観光等の専門的・技術的分野における外

国人材や経済連携協定に基づく介護福祉士候補者の活躍促進に向けた施策を講ずる」（改

訂２０１５／平成２７年６月３０日閣議決定）や、「専修学校についても、グローバル化

に対応した人材育成のための留学生受入れ促進等に関する方策」（改訂２０１６／平成２

８年６月２日閣議決定）を検討することとされている。

専修学校専門課程に在学している外国人留学生については、日本学生支援機構の調査に

よれば、平成２７年５月１日時点で約３万９千人おり、平成２６年度から約１万人増加し

ており、他の高等教育機関に比べ、その増加数は著しいものとなっている。

本事業は、専修学校、日本語教育機関及び諸外国の教育機関並びに産業界が一体となり

各地域における外国人留学生の戦略的受入れに向けた体制整備を目指すものである。

２．要求の内容

（１）企画審査委員会等の設置

教育関係者、産業界関係者、学識経験者等による企画審査委員会を文部科学省に

設置し、委託先の選定に当たって必要となる審査、並びに各取組状況の助言等を実

施する。

（２）各地域における外国人留学生の戦略的受入れに向けた体制整備

諸外国における日本の専修学校の広報・優秀な外国人留学生の掘り起こし、日本

語教育支援や修学支援、留学生の在籍管理、卒業後の国内への定着支援など、専修

学校への留学に係る入口から出口に至るまでの総合的・戦略的な留学生施策の推進

について、各地域における関係機関・団体との連携によるモデル体制を構築する。

＜主な取組＞

・ 戦略的推進のためのターゲット国・分野特定

・ 諸外国における専修学校の広報・周知・留学生掘り起こし

・ 非漢字圏の留学生の日本語指導と専修学校との接続

・ 国内企業とのマッチング・定着支援

・ 教職員・企業担当者の受入対応能力向上のための研修 等

（３）継続的な外国人留学生の状況調査等

専修学校の外国人留学生の実態把握のため、留学動向や、その後の就職状況につ

いて、全国的な調査を実施するとともに、広報ツールの更新・改善等を実施する。
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◎
留
学
状
況
調
査
実
施
・分
析

◎
広
報
ツー
ル
の
更
新
・改
善

等

諸
外
国
に
お
け
る
日
本
の
専
修
学
校
の
広
報
・優
秀
な
外
国
人
留
学
生
の
掘
り起
こし
、日
本

語
教
育
支
援
や
修
学
支
援
、留
学
生
の
在
籍
管
理
、卒
業
後
の
国
内
へ
の
定
着
支
援
な
ど、
専

修
学
校
へ
の
留
学
に
係
る
入
口
か
ら出
口
に
至
る
ま
で
の
総
合
的
・戦
略
的
な
留
学
生
施
策
の
推

進
に
つ
い
て
、各
地
域
に
お
け
る
関
係
機
関
・団
体
との
連
携
に
よる
モ
デ
ル
体
制
を構
築
す
る
。

◎
戦
略
的
推
進
の
た
め
の
ター
ゲ
ット
国
・分
野
特
定

◎
諸
外
国
に
お
け
る
専
修
学
校
の
広
報
・周
知
・留
学
生
掘
り起
こし

◎
非
漢
字
圏
の
留
学
生
の
日
本
語
指
導
と専
修
学
校
との
接
続

◎
国
内
企
業
との
マッ
チ
ング
・定
着
支
援

◎
教
職
員
・企
業
担
当
者
の
受
入
対
応
能
力
向
上
の
た
め
の
研
修

等

25
,4

63
 

24
,0

92
 

24
,5

86
 

29
,2

27
 

3
8
,6

5
4
 

H2
4

H2
5

H2
7

H2
3

ii）
高

等
教

育
等

を
通

じ
た

人
材

力
の

強
化

専
修
学
校
に
つ
い
て
も
、グ
ロー
バ
ル
化
に
対
応
した
人
材
育
成
の
た
め
の
留
学
生
受
入
れ
促

進
等
に
関
す
る
方
策
や
、「
職
業
実
践
専
門
課
程
」の
実
績
検
証
等
を
含
め
た
専
修
学
校
教

育
の
在
り方
に
つ
い
て
、本
年
度
中
に
検
討
し、
産
業
界
の
ニー
ズ
を
踏
ま
え
た
専
修
学
校
の
専

門
人
材
の
育
成
機
能
の
強
化
と質
の
保
証
・向
上
を
図
る
た
め
に
必
要
な
制
度
的
措
置
等
を

来
年
度
ま
で
に
講
じる
。

専
修
学
校
グ
ロ
ー
バ
ル
化
対
応
推
進
支
援
事
業

［
日
本
再
興
戦
略
（
平
成
２
８
年
６
月
２
日
閣
議
決
定
）
］
（
抜
粋
）

新
た
な
課
題
に
も
対
応
した
総
合
的
・

戦
略
的
な
留
学
生
施
策
推
進
の
必
要
性

Ⅰ

専
修
学
校
の
外
国
人
留
学
生
の

留
学
動
向
や
その
後
の
就
職
状
況
、

並
び
に
日
本
人
学
生
の
留
学
状
況

に
つ
い
て
、全
国
的
な
調
査
を実
施

す
る
とと
も
に
、広
報
ツー
ル
を更
新
す

る
。

平
成
２
９
年
度
要
求
額
：
３
６
６
百
万
円
【
新
規
】

H2
6

専
修
学
校
（
専
門
課
程
）
の
外
国
人
留
学
生
の
増
加

【専
修
学
校
留
学
生
就
職
ア
シ
ス
ト事
業
】（
～
H2
8)

受
入
れ
分
野

拡
大
の
可
能
性

(介
護
分
野
等
）

各
地
域
に
お
け
る
留
学
生
の
戦
略
的
受
入
れ
に
向
け
た
体
制
整
備

継
続
的
な
実
態
把
握
等

非
漢
字
圏
の

留
学
生
増
加

(ﾍ
ﾞﾄ
ﾅﾑ
,ﾈ
ﾊﾟ
ｰﾙ
等
）

専
修
学
校

広
報
資
料

(約
10
か
国
語
）

実
態
把
握

・共
有

留
学
生
就
職

相
談
会
等

受
入

拡
大

留
学
生
の

急
増
へ
の
対
応

入
口
か
ら出
口

に
至
る
ま
で
の

連
携
体
制
構
築

受
入
れ
手
引
書

作
成
（
H2
8)

等

Ⅱ

外
国
の

教
育
機
関
等

日
本
語

教
育
機
関

専
修
学
校

産
業
界

協
議
会

主
な
取
組

取
組

ూ ବ ૌ ு भ ਄ ੌ ؞ ਛ ટ ୖ ਻

日
本
学
生
支
援
機
構
「
外
国
人
留
学
生
在
籍
状
況
調
査
」

হ ঵ ৔ ઍ

第
Ⅱ
.３
つ
の
ア
クシ
ョン
プ
ラン

２
．
雇
用
制
度
改
革
・人
材
力
の
強
化

⑦
グ
ロー
バ
ル
化
等
に
対
応
す
る
人
材
力
の
強
化

優
秀
な
外
国
人
留
学
生
に
つ
い
て
も
、2
01
2年
の
14
万
人
か
ら
20
20
年
ま
で
に

30
万
人
に
倍
増
させ
る
こと
（
「留
学
生
30
万
人
計
画
」の
実
現
）
を
目
指
す
。

［
日
本
再
興
戦
略
（
平
成
２
５
年
６
月
１
４
日
閣
議
決
定
）
］
（
抜
粋
）
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８．専修学校版デュアル教育推進事業 
 

                       （前年度予算額 １４８百万円） 

                        ２９年度要求額 ３０２百万円 

 

１．要求の要旨 

多様化する社会需要に応じた質の高い専門人材を養成するためには、中核的職業教

育機関である専修学校の果たすべき役割は大きいが、その際には、専修学校が企業等

と連携しながら、専門的・実践的な教育を展開することが求められる。 

この点、専門学校では、平成２６年度より「職業実践専門課程」についての文部科

学大臣認定制度が開始され、企業等との組織的な連携強化に関する取組が推進されて

いるが、企業等と専修学校との連携についての方法論は必ずしも体系的に確立・共有

されているものではなく、また、各専修学校は手探りで企業等との連携を進めている

ことから、取組内容・水準は学校によりまちまちであるのが現状である。 

これからの時代に求められるアクティブ・ラーニングの在り方を見据え、専修学校

が企業等と連携して実施する、学習と実践を組み合わせて行う効果的な教育手法の開

発を支援し、学校・産業界の双方にとって、より効果的な教育を実施するためのガイ

ドラインを作成・共有する。 

このことにより、専修学校の質保証・向上を図りつつ、実効的・組織的な産学協同

による教育体制を構築するとともに、順次拡大を図ることで、全国の専修学校におけ

る産業界のニーズを踏まえた専門人材の養成を推進する。 

 

２．要求の内容 

分野の特性を踏まえた産学連携による実践的な教育手法について、学校・産業界双方

が活用できるガイドライン（産学連携教育標準モデル）として作成・共有化することに

より、専修学校における実効的・組織的な産学協同による教育体制の構築を支援する。 

 （１）企画審査委員会等の設置 

     教育関係者、産業界関係者、学識経験者等による企画審査委員会を文部科学省

に設置し、委託先の選定に当たって必要となる審査、並びに各取組状況の助言等

を実施する。 

（２）分野特性等を踏まえたガイドラインの作成 

    専修学校が企業等と連携し、分野特性を踏まえた学習と実践を組み合わせて行

う効果的な教育手法、当該教育に活用する教育支援ツール（チェックリストや各

種ひな形など）を体系化・明文化した分野（職業領域）別のガイドラインを作成

する。 

（３）分野共通の産学連携教育体制の確立に向けた調査研究 

上記（１）の委託先における取組の全体調整を実施するための連絡調整会議を

設置し、各分野におけるガイドラインの質の均衡を図るとともに、分野（職業領

域）別のガイドラインを踏まえて各分野共通となるガイドラインを作成し、成果

普及のための取組を実施する。 
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産
学
連
携
の
下
で
、
学
習
と
実
践
を
組
み
合
わ
せ
て
行
う
効
果
的
な
教
育
手
法
を
開
発
・
確
立
し
、

標
準
モ
デ
ル
と
し
て
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化
（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
策
定
）

専
修
学
校
版
デ
ュ
ア
ル
教
育
推
進
事
業

指
導
・
評
価
手
順

企
業
と
学
校
の
マ
ッ
チ
ン
グ

事
前
・
事
後
学
習
手
順

専 修 学 校

地 元 企 業 ・ 業 界 団 体

《
学
習
と
実
践
を
組
み
合
わ
せ
て
行
う
教
育
シ
ス
テ
ム
の
構
築
》

【
趣
旨
・
目
的
】

専
修
学
校
で
は
、
企
業
等
と
連
携
し
た
実
習
・
演
習
等
が
個
々
に
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
方
法
論
は
、
必
ず
し
も
体
系
的
に
確
立
・
共
有
さ
れ
て

い
る
も
の
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
専
修
学
校
に
お
い
て
、
こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
在
り
方
を
見
据
え
、
学
習
と

実
践
を
組
み
合
わ
せ
て
行
う
効
果
的
な
教
育
手
法
を
開
発
し
、
学
校
・
産
業
界
双
方
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
し
て
作
成
・
共
有
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
質
保

証
・
向
上
を
図
り
つ
つ
、
実
効
的
・
組
織
的
な
産
学
協
同
に
よ
る
教
育
体
制
を
構
築
し
、
そ
の
推
進
・
拡
大
を
目
指
す
も
の
で
あ
る
。

工 業
農 業

医 療
衛 生

教 育
社 会

福 祉
商 業

実 務
服 飾

家 政
文 化

教 養

コ
ー
オ
プ
教
育

学
校
内
実
習

共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

等

成
果
の
発
信
・
普
及

取
組
の
普
及
・
拡
大

地
域
中
核
専
門
人
材
の
育
成
／
学
生
・
生
徒
と
企
業
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
解
消

要
素
抽
出
・
類
型
化

（
H2

8）

学
生
受
入
手
順

学
生
評
価
指
標

保
険
の
扱
い

知
的
財
産
権
の
扱
い

実
証
・
体
系
化
（

H2
9-

)

既
存
の

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
外

既
存
の

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
内

【
「
『
日
本
再
興
戦
略
』
改
訂
2
0
1
5
」
（
平
成
2
7
年
6月
30
日

閣
議
決
定
）
抜
粋
】

⑧
専
修
学
校
と
産
業
界
が
連
携
し
た
教
育
体
制
の
構
築

・
実
践
的
な
職
業
教
育
機
関
で
あ
る
専
修
学
校
に
つ
い
て
、
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
専
門
人
材
の
育
成
機
能
を
強
化
す
る
。
こ
の
た
め
、
専
修
学
校
と
企

業
等
が
連
携
し
つ
つ
学
習
と
実
践
を
組
み
合
わ
せ
て
行
う
教
育
シ
ス
テ
ム
（
産
学
協
同
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
構
築
に
向
け
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成
等
を
行
う
。

（
前
年
度
予
算
額
：
１
４
８
百
万
円
）

平
成
２
９
年
度
要
求
額
：
３
０
２
百
万
円
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９．次世代の教育情報化推進事業

（ 新 規 ）

２９年度要求額 ３００百万円

１．要求の要旨

次期学習指導要領を見据え、教科横断的な情報活用能力の育成に係るカリキュラム・

マネジメントの在り方等の実践的な研究を実施するとともに、ＩＣＴを効果的に活用し

た指導方法の開発のための実践的な研究を実施する。

また、次期学習指導要領における新たな学びに対応するため、官民コンソーシアムを

設立し、優れた教育コンテンツの開発・共有等を推進するとともに、次期学習指導要領

下での教員のＩＣＴ活用や情報教育指導力向上を図る。

２．要求の内容

（１）情報教育及びＩＣＴ活用の推進に関する調査研究

① 情報教育・ＩＣＴ活用の充実に向けた地域をけん引する拠点の構築に向けて推進

校を指定し、教科横断的な情報活用能力の育成に係るカリキュラム・マネジメント

の在り方や、それに基づく指導方法・教材の利活用等（プログラミングや情報セキ

ュリティに関する学習を含む）について実践的な研究を実施

② ＩＣＴを活用したアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善や個に応じた指

導（特別支援、外国人含む）等、次期学習指導要領を見据え、小・中・高等学校の

各教科等におけるＩＣＴを活用した指導方法の開発について、実践的な研究を実施

（２）次世代型教育用コンテンツ等の開発

次期学習指導要領における新たな学びに対応するため、学校関係者やＩＣＴ関係の企

業・ベンチャーなどで構成される官民コンソーシアムを設立し、教員の授業力を支える

優れた教育コンテンツの開発・共有や学校への外部人材の派遣等を推進する。

（３）次世代型ＩＣＴ活用・情報教育指導力向上

ＩＣＴを活用したアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善等、次期学習指導要

領下での教員のＩＣＴ活用や情報教育指導力向上を推進する。

①都道府県等教育委員会と連携を図りながら教員養成系大学においてＩＣＴ活用に関

する指導者養成研修を実施する。

②次期学習指導要領に対応した指導のための「高等学校情報科担当教員研修」の研修

プログラムを開発する。
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次
世
代
の
教
育
情
報
化
推
進
事
業

平
成
２
９
年
度
要
求
額
３
０
０
百
万
円
【
新
規
】

次
期
学
習
指
導
要
領
を
見
据
え
、
教
科
横
断
的
な
情
報
活
用
能
力
の
育
成
に
係
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
等
の
実
践
的
な
研
究
を

実
施
す
る
と
と
も
に
、
ＩＣ
Ｔ
を
効
果
的
に
活
用
し
た
指
導
方
法
の
開
発
の
た
め
の
実
践
的
な
研
究
を
実
施
す
る
。

ま
た
、
次
期
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
新
た
な
学
び
に
対
応
す
る
た
め
、
官
民
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
設
立
し
、
優
れ
た
教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
の
開
発
・
共

有
等
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
次
期
学
習
指
導
要
領
下
で
の
教
員
の
ＩＣ
Ｔ
活
用
や
情
報
教
育
指
導
力
向
上
を
図
る
。

事
業

概
要

①
推
進
校
を
指
定
し
、
教
科
横
断
的
な
情
報
活
用
能
力
の
育
成
に
か
か
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
在
り
方
や
、
そ
れ
に
基
づ
く
指
導
方
法
・
教
材
の
利

活
用
等
（
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
や
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
学
習
活
動
を
含
む
）
に
つ
い
て
実
践
的
な
研
究
を
実
施

小
・
中
・
高
１
９
校
（
う
ち
４
校
は
小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
）

②
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
視
点
か
ら
の
授
業
改
善
や
個
に
応
じ
た
指
導
（
特
別
支
援
、
外
国
人
含
む
）
等
、
次
期
学
習
指
導
要
領
実
施
を

見
据
え
、
小
・
中
・
高
等
学
校
の
各
教
科
等
に
お
け
る
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
指
導
方
法
の
開
発
に
つ
い
て
、
実
践
的
な
研
究
を
実
施

小
・
中
・
高
各
４
校

次
期
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
新
た
な
学
び
に
対
応
す
る
た
め
、
学
校
関

係
者
や
ＩＣ
Ｔ
関
係
の
企
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
な
ど
で
構
成
さ
れ
る
官
民
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
を
設
立
し
、
教
員
の
授
業
力
を
支
え
る
優
れ
た
教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
の

開
発
・
共
有
や
学
校
へ
の
外
部
人
材
の
派
遣
等
を
推
進
す
る
。

教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
（
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
の
基
本
的
な
操
作
）
の

開
発
等

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
の
視
点
か
ら
の
授
業
改
善
等
、
次
期

学
習
指
導
要
領
下
で
の
教
員
の
ＩＣ
Ｔ
活
用
や
情
報
教
育
指
導
力
向
上
を
推
進
。

①
都
道
府
県
等
教
育
委
員
会
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
教
員
養
成
系
大
学
に
お
い
て

ＩＣ
Ｔ
活
用
に
関
す
る
指
導
者
養
成
研
修
を
実
施
８
大
学
実
施

②
次
期
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
指
導
の
た
め
の
「
高
等
学
校
情
報
科
担
当

教
員
研
修
」
の
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発

１
．
情
報
教
育
及
び
ＩＣ
Ｔ
活
用
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究

２
．
次
世
代
型
教
育
用

コ
ン
テ
ン
ツ
等
の
開
発

３
．
次
世
代
型
ＩＣ
Ｔ
活
用
・

情
報
教
育
指
導
力
向
上

次
期
学
習
指
導
要
領
を
見
据
え
た
情
報
教
育
・
ＩＣ
Ｔ
活
用
の
充
実

次
期
学
習
指
導
要
領
を
見
据
え
た
情
報
教
育
・
ＩＣ
Ｔ
活
用
の
充
実

～
H2

8年
度
【
中
教
審
答
申
】

【
小
・
中
告
示
】

H2
9年
度
～

【
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
告
示
】

H3
1年
度
～

H3
2～

推
進
校
に
よ
る
実
践
研
究

（
情
報
教
育
・
ＩＣ
Ｔ
活
用
）

H3
0年
度
～

【
情
報
化
の
手
引
き
の
作
成
】

次
期
学
習
指
導
要
領
の
実
現
を
見
据
え
、
情
報
教
育
・
ＩＣ
Ｔ
活
用
の
充
実
に
向
け
た
、

地
域
を
牽
引
す
る
拠
点
の
構
築

指
導
を
支
え
る
質
の
高
い
教
材
の
確
保

教
員
の
指
導
力
向
上

実
践
研
究
校
を
拠
点
に
拡
充

教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
の
検
証
・
充
実

官
民
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
運
用
（
支
援
人
材
バ
ン
ク
の
構
築
含
む
）

研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
検
証
・
充
実

ＩＣ
Ｔ
活
用
指
導
者
養
成
研
修
や
情
報
科
担
当
教
員
対
象
研
修
の
計
画
的
実
施

新
学
習
指
導

要
領
の
実
施

を
可
能
に
す

る
ソ
フ
ト
面
の

整
備

優
れ
た
教
育
コ
ン
テ
ン
ツ
の

開
発
に
向
け
た
検
討
・
開
発

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
推
進
自
治
体
応
援
事
業

（
指
導
力
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
コ
ー
ス
）

官
民
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
設
置

情
報
教
育
推
進
校
実
践
研
究

次
期
学
習
指
導
要
領

全
面
実
施

小
学
校
：
Ｈ

32
～

中
学
校
：
Ｈ

33
～

高
等
学
校
：Ｈ

34
～

ＩＣ
Ｔ
活
用
指
導
者
養
成
研
修
実
施

高
等
学
校
情
報
科
担
当
教
員
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
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10.ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業

（前年度予算額 ２６１百万円）

29年度要求額 ４８０百万円

１．要求の要旨

教職員の業務改善及び情報セキュリティ対策の向上の観点などから、教育委員会に

おける校務の情報化を推進するため、「統合型校務支援システム」の導入の促進に資

する取組を実施するほか、地方公共団体におけるＩＣＴ環境の整備・充実を図る取組

を支援し、教育の情報化を加速化させるため、「ＩＣＴ活用教育アドバイザー」の派

遣を行う。また、次期学習指導要領の改訂に向け、子供たちが安全かつ快適にＩＣＴ

を活用して学習するために必要な環境整備を促進するため、学校の情報セキュリティ

対策を強化しながら、無線ＬＡＮをはじめとするＩＣＴ環境の全国整備を促進する。

２．要求の内容

（１）校務におけるＩＣＴ活用促進事業
ア 統合型校務支援システムの対象となる業務の範囲の明確化

統合型校務支援システムの普及実態を踏まえ、システムの対象となる業務の範囲の

明確化を通じて、標準的な業務改善モデルを策定するとともに、システムの標準化に

関する指針を作成する。

イ 校務に関する文書等の電子化・標準化
指導要録、通知表、保健日誌等、校務に関する文書等の様式の統一化・標準化（モ

デル様式の作成）を図るとともに、当該様式の普及を促進する。

ウ 統合型校務支援システムの共同調達・運用の促進
システムの導入コストの低減の観点から、複数自治体によるシステムの導入・運用

に向けた考え方を整理する。

（２）学校における情報セキュリティを確保したＩＣＴ環境強化事業
教職員の情報セキュリティに関する意識向上を目的とした情報セキュリティ研修を

実施するとともに、教育委員会の情報システム担当者等に対する安心・安全な学校Ｉ

ＣＴ環境整備の普及・啓発に資する取組等を全国で展開することにより、学校の情報

セキュリティ対策を強化しながら、無線ＬＡＮをはじめとするＩＣＴ環境の全国整備

を促進する。

（３）ＩＣＴ活用教育アドバイザー派遣事業
文部科学省にＩＣＴ活用教育アドバイザリーボードを設置して、ＩＣＴ環境の整備

を図ろうとする自治体のニーズに応じてアドバイザーを派遣し、ＩＣＴを活用した教
育の推進計画やＩＣＴ機器整備計画（機器購入の調達手法を含む）の策定や校務支援
のあり方についての留意事項等の助言を行う。

（４）調査研究
教員のＩＣＴ活用をサポートするＩＣＴ支援員の育成や、地域の活性化に資するＩ

ＣＴ教育の推進に関する調査研究等を実施する。
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教
職
員
の
業
務
改
善
、
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
調
達
コ
ス
ト
の
削
減

ＩＣ
Ｔ
活
用
指
導
力
の
向
上
・
環
境
整
備
の
促
進

１
．
教
職
員
の
業
務
改
善
を
図
る
観
点
な
ど
か
ら
、
教
育
委
員
会
に
お
け
る
校
務
の
情
報
化
を
推
進
す
る
た
め
、
「統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
」の
導
入
の
促
進
に

資
す
る
取
組
を
実
施
す
る
。

２
．
学
校
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
を
強
化
し
な
が
ら
、
無
線
L
A
N
を
は
じ
め
と
す
る
IC
T
環
境
の
全
国
整
備
を
促
進
す
る
。

３
．
ＩＣ
Ｔ
環
境
の
整
備
・充
実
等
を
図
る
取
組
を
支
援
す
る
た
め
、
「Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」の
自
治
体
へ
の
派
遣
を
行
う
。

シ
ス
テ
ム
の
対
象
と
な
る
業
務
の
範
囲
の
明
確
化

１
．
校
務
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
促
進
事
業

事
業

概
要

ＩＣ
Ｔ
環
境
の
整
備
を
図
ろ
う
と
す
る
自
治
体
の
ニ
ー
ズ

に
応
じ
て
「
ＩＣ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」
を
派
遣
。

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
の
推
進
計
画
や
ＩＣ
Ｔ
機
器
整

備
計
画
の
策
定
や
校
務
支
援
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の

留
意
事
項
等
の
助
言
を
実
施
。

事
例
を
集
約
し
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成

現
状

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
の
取
組
に
地
域
間
で
差
異
が
生
じ
て
お
り
、
自
治
体
の
状
況
に
応
じ
た
サ
ポ
ー
ト
体
制
の
構
築
が
必
要

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
推
進
自
治
体
応
援
事
業

校
務
文
書
標
準
シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
開
発
や
普
及
・
啓
発
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
等
を
通
じ
て
全
国
で
共
有

【
４
５
地
域
】
→
【
９
０
地
域
】

３
．
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
事
業

（
平
成
２
８
年
度
予
算
額
２
６
１
百
万
円
）

平
成
２
９
年
度
要
求
額
４
８
０
百
万
円

E
n

g
lis

h

統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
普
及
実
態
を
踏
ま
え
、
シ
ス
テ
ム
の

対
象
と
な
る
業
務
の
範
囲
の
明
確
化
を
図
り
、
標
準
的
な
業
務
改
善

モ
デ
ル
を
策
定
す
る
と
も
に
、
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
に
関
す
る
指
針
を

作
成
す
る
。

校
務
に
関
す
る
文
書
等
の
電
子
化
・
標
準
化

指
導
要
録
、
通
知
表
、
保
健
日
誌
等
、
校
務
に
関
す
る
文
書
等
の
様
式

の
統
一
化
・
標
準
化
（
モ
デ
ル
様
式
の
作
成
）
を
図
る
と
と
も
に
、
当
該
様
式

の
普
及
を
促
進
す
る
た
め
、
校
務
文
書
標
準
シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
開
発
を
行
う
。

統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
共
同
調
達
・
運
用
の
促
進

シ
ス
テ
ム
の
導
入
コ
ス
ト
の
低
減
の
観
点
か
ら
、
複
数
自
治
体
に
よ
る
シ
ス
テ
ム

の
導
入
・
運
用
に
向
け
た
考
え
方
を
整
理
す
る
。

校
務
に
係
る
業
務
分
析
・
標
準
化
及
び
、
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
共
同
調
達
・
運

用
の
た
め
の
指
針
等
を
作
成
し
、
学
校
・
教
育
委
員
会
関
係
者
へ
の
普
及
を
促
進
す
る
。

２
．
学
校
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
強
化
事
業

○
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
研
修
の
実
施

情
報
担
当
の
教
職
員
等
を
対
象
と
し
て
、
情
報
管
理
の
重

要
性
や
教
職
員
の
役
割
、
具
体
的
な
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対

策
等
に
関
す
る
研
修
を
開
催
。
【
８
地
域
】

○
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
確
保
し
た
ＩＣ
Ｔ
環
境
整
備
の
普
及

安
心
・
安
全
な
ＩＣ
Ｔ
環
境
整
備
に
関
す
る
理
解
促
進
に
資

す
る
実
践
的
な
取
組
を
全
国
で
実
施
。
【
８
か
所
】
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11．次世代学校支援モデル構築事業

（ 新 規 ）

29年度要求額 ２５０百万円

１．要求の要旨

学校において普及が進んでいる統合型校務支援システムを、出席管理等の単なる帳票

の電子化にとどめず、これらの校務の情報を学習記録データ（学習履歴や学習成果物等

の授業・学習の記録）等と有効につなげ、学びを可視化することを通じ、教員による学

習指導や生徒指導等の質の向上や、学級・学校運営の改善等に資することを目指し、そ

のための学校における活用の在り方、個人情報としての学習記録データの管理の在り方、

学習記録のデータ化の方法、システム要件（情報セキュリティ対策を含む）等について

の実証研究を行う。

２．要求の内容

総務省と連携しつつ、各地域・学校において、校務系のシステムと授業・学習系システ

ムを連携し、学習記録データ等の可視化・共有・分析等を通じ、「児童生徒自身の振り返

り」、「学級・教科担任の個に応じたきめ細やかな指導の実現」、「学校全体の運営改

善」等に活用することにより、学校教育の質の向上を図るための実証研究を通じて、以下

の点を中心に整理を行う。

①学校現場のニーズに即した活用方策

※どのような学習記録データ等を可視化・共有・分析した場合に、学習指導や学級・学校運

営の質の向上等に活用可能かといった活用モデルの整理

②個々の児童生徒の学びの活動をデータ化し、活用できる仕組みを構築する際の学習

個人情報等を含む記録データ等の取扱い

※児童生徒のテスト結果や作品等をサーバに保存し共有・分析等する際の個人情報等の考え

方の整理

③情報セキュリティを確保することを前提としたシステム要件や認証の在り方等のシ

ステム設計上の技術的考え方

※児童生徒の成績等の個人情報をセキュアな環境で取扱いつつ、学習指導等において有効に

活用するためのデータ整理・保存やデータ連携、認証の在り方等の技術的課題の整理

※実証研究の実施に当たっては、文部科学省は上記①及び②について、総務省は上記③

について主に整理をする。
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次
世
代
学
校
支
援
モ
デ
ル
構
築
事
業

平
成
２
９
年
度
要
求
額
２
５
０
百
万
円
（
新
規
）

事
業
の
概
要

学 校

職 員 室

学
校
運
営
支
援

評
価
の
蓄
積

ｶﾘ
ｷｭ
ﾗﾑ

ﾏﾈ
ｼﾞ
ﾒﾝ
ﾄ

指
導
力
強
化

教 室
〇
一
人
一
台
の
コン
ピュ
ー
タ環
境
に
よ
る
学
習
記
録
デ
ー
タの
活
用

個
に
応
じた
学
び

日
々
の
記
録

ポ
ー
トフ
ォリ
オ

学
級
運
営
支
援

教
育
委
員
会

家
庭
・
地
域

政
策
立
案

支
援

家
庭
学
習

支
援

学
び
直
し

支
援事
務
デ
ー
タ 個
人
学
習

デ
ー
タ

〇
デ
ー
タを
活
用
した
指
導
力
向
上
や
学
び
の
質
の
向
上

〇
教
員
の
経
験
に
基
づ
く学
校
運
営
か
らデ
ー
タに
基
づ
く学
校
運
営
へ
転
換

※
総
務
省
と連
携
し、
全
国
6地
域
・各
地
域
5校
で
実
証

〇
デ
ー
タの
活
用
に
よ
る
現
状
分
析

〇
家
庭
・地
域
へ
の
情
報
提
供

振
り返
り

授
業
準
備

授
業

保
存
・記
録

校
務
系
と授
業
・学
習
系
シ
ス
テ
ム
の

連
携
に
よ
る
PD
CA
サ
イ
ク
ル

校
務
系

シ
ス
テ
ム

授
業
・学
習
系
シ

ス
テ
ム

○
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
（
※
）
を発
展
させ
、こ
れ
らの
校
務
の
情
報
を
学
習
記
録
デ
ー
タ（
学
習
成
果
物
等
の
授
業
・学
習
の
記
録
）
等
と有
効
に
つ
な
げ
、学
び
を
可
視
化

す
る
こと
を通
じ、
教
員
に
よ
る
学
習
指
導
や
生
徒
指
導
等
の
質
の
向
上
や
、学
級
・学
校
運
営
の
改
善
等
に
資
す
る
た
め
の
実
証
研
究
を実
施
す
る
。(
ス
マ
ー
トス
クー
ル
構
想
実
証
）

※
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
とは
、「
教
務
系
（
成
績
処
理
、出
欠
管
理
、時
数
等
）
・保
健
系
（
健
康
診
断
表
、保
健
室
管
理
等
）
、指
導
要
録
等
の
学
籍
関
係
、学
校
事
務
系
な
どを
統
合
した
機
能
を
有
して
い
る
シ
ス
テ
ム
」の
こ

とを
言
い
、そ
の
普
及
率
は
、現
在
約
４
割

※
総
務
省
と連
携
：
文
部
科
学
省
は
学
校
に
お
け
る
デ
ー
タ活
用
方
策
等
に
つ
い
て
検
証
し、
総
務
省
は
情
報
セ
キ
ュリ
テ
ィを
確
保
す
る
こと
を
前
提
とし
た
シ
ス
テ
ム
要
件
等
の
技
術
的
な
課
題
に
つ
い
て
検
証
。

（
課
題
）

①
日
々
の
学
習
記
録
等
は
、学
級
・教
科
担
任
と児
童
生
徒
の
間
で
ア
ナ
ログ
に
共
有
⇒
教
員
に
よ
る
学
習
指
導
・生
徒
指
導
等
の
ば
らつ
き
を
解
消

②
大
量
退
職
・大
量
採
用
を
背
景
とし
た
年
齢
・経
験
年
数
の
不
均
等
に
よ
る
若
手
教
員
へ
の
知
識
・技
能
の
伝
承
の
停
滞
の
懸
念
⇒
個
々
の
教
員
の
力
量
に
頼
った
学
習
指
導
・学
級
運

営
か
らの
転
換

③
既
存
の
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
は
、帳
票
の
電
子
化
（
出
欠
管
理
等
）
が
中
心
⇒
学
期
末
の
成
績
処
理
の
み
な
らず
、日
々
の
学
習
指
導
・生
徒
指
導
、学
級
運
営
、学
校
運
営

等
の
改
善
に
役
立
て
る

学
習
記
録
デ
ー
タ等
の
可
視
化
・共
有
・分
析
等
を
通
じ、
「児
童
生
徒
自
身
の
振
り返
り」
、「
学
級
・教
科
担
任
の
個
に
応
じた
き
め
細
や
か
な
指
導
の

実
現
」、
「学
校
全
体
の
運
営
改
善
」等
に
活
用

（
将
来
的
に
は
、教
育
委
員
会
に
お
け
る
政
策
立
案
等
へ
の
活
用
も
視
野
）

学
校
全
体
とし
て
の
指
導
力
向
上
の
必
要
性

熟
練
教
員
の
ノウ
ハ
ウ
共
有
の
必
要
性

デ
ー
タ
の
有
効
活
用
の
必
要
性

更
新
版

※
本
資
料
の
一
部
に
つ
い
て
は
、権
利
処
理
が
な
され
て
い
な
い
著
作
物
の
使
用
が
認
め
られ
た
た
め
、1
0月
19
日
付
で
差
し替
え
を
行
い
ま
した
。

この
た
め
右
上
に
「更
新
版
」と
つ
い
て
い
な
い
資
料
に
つ
い
て
は
、今
後
、利
用
しな
い
よ
うお
願
い
申
し上
げ
ま
す
。
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12.人口減少社会におけるＩＣＴの活用に
よる教育の質の維持向上に係る実証事業

（前年度予算額 １３６百万円）

29年度要求額 １１４百万円

１．要求の要旨

児童生徒同士の学び合いの体験やコミュニティ機能の低下等の課題を持つ人口過少地

域において、ICTを活用した、遠隔地の学校間を結んだ双方向型の協働学習や社会教育施

設等における遠隔講座等を通じ、学校教育及び社会教育における教育の質の維持向上を

図るための実証研究等を実施する。

２．要求の内容
（１）学校教育におけるＩＣＴを活用した実証研究

離島や過疎地等においては、今後、少子化に伴い、学校の統廃合も困難な小規模学校

の更なる増加が想定されることから、社会性の育成を始め、児童生徒同士の学び合いや

学校内外の様々な人々との協働学習、多様な体験を通じた課題探究型の学習などが困難

となるなど、教育の質の確保が大きな課題となる。

そのため、今後予想されるこうした課題に対して、学校教育の質の維持向上を図るた

めの方策を検討することが必要であることから、遠隔地間の学校同士をＩＣＴで結び、

年間を通じて合同学習や合同活動などを実施することにより、指導方法の開発や有効性

の検証など、人口減少社会における学校教育の質の維持に向けた実証研究を行う。

（２）人口過少地域におけるＩＣＴを活用した社会教育実証研究

少子高齢化に伴う全国的な過疎化が進行する中、社会教育を通した地域課題に取り組

む上で中心的な役割を果たす若手の担い手や指導者等の人材不足が見込まれており、地

域コミュニティの維持向上が大きな課題となる。

そのため、ＩＣＴを活用して遠隔地間の社会教育施設等を結びながら学習機会の提供

や指導者の養成などを行うことを通じ、

① ＩＣＴを活用した遠隔講座などを行うための手法の開発と有効性の検証

② 人口過少地域における社会教育の効果を最大化させるためのＩＣＴ活用の在り方の検証

等の実施により、社会教育による人口過少地域のコミュニティ機能の維持向上方策や、

人口過少地域における社会教育体制構築に向けた実証研究を行う。

（３）遠隔学習等活用事例に関する調査研究

実証研究を通じて得られた遠隔学習等に関する事前準備や指導・研修事例、及びＩＣ

Ｔ機器の特長を生かした活用方法などについて、成果報告会を開催し普及する。さらに、

本実証研究・実証内容について報告書にまとめ、その成果を周知する。
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人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
に
よ
る
教
育
の
質
の
維
持
向
上
に
係
る
実
証
事
業

我
が
国
の
人
口
減
少
が
加
速
化
す
る
こ
と
が
確
実
視
さ
れ
て
い
る
中
、
将
来
的
に
全
国
各
地
に
お
い
て
現
行
の
学
校
規
模
を
維
持
す
る
こ
と
が
困
難
な
人
口
過
少
地
域
が
増
加
す
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
併
せ
て
、
社
会
教
育
に
お
い
て
も
同
様
に
地
域
人
材
が
不
足
し
て
お
り
、
今
後
、
そ
の
よ
う
な
地
域
に
お
け
る
教
育
水
準
の
維
持
向
上
が
課
題
と
な
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
る
。
【
在
学
者
数
推
移
（
小
・
中
・
高
）
昭
和
2
3
年
約
1
,6
7
7
万
人

昭
和
6
0
年
約
2
,2
6
3
万
人

平
成
2
5
年
約
1
,3
5
6
万
人
】
（
学
校
基
本
調
査
よ
り
）

平
成
２
９
年
度
要
求
額
１
１
４
百
万
円
（
平
成
２
８
年
度
予
算
額
１
３
６
百
円
）

小
規
模
校
の
デ
メ
リ
ッ
ト
の
最
小
化
を
図
る

学
校
統
廃
合
の
困
難
な
小
規
模
学
校
に
対
し
て
、
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
て
他
の
学
校
と
結
び
、

児
童
生
徒
同
士
の
学
び
合
い
体
験
を
通
じ
た
学
習
活
動
の
充
実
な
ど
を
図
る
た
め
の

実
証
研
究
を
行
う
。

課
題
・背
景

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
存
続
及
び
活
性
化

取
組

成
果

主
要
５
教
科
を
含
め
て
、
年
間
を
通
し
て
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
合
同
学
習
等
の
指
導
方
法
の

開
発
や
、
効
果
の
検
証
を
行
い
、
そ
の
成
果
を
全
国
に
普
及
す
る
。

ＩＣ
Ｔ
の
特
長
を
生
か
し
て
社
会
教
育
の
維
持
向
上
と
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化
を

図
る
た
め
、
遠
隔
地
間
に
お
け
る
講
座
や
研
修
を
行
う
な
ど
、
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
社
会

教
育
の
実
証
研
究
を
行
う
。

取
組

成
果

遠
隔
に
よ
る
講
座
や
人
材
養
成
を
通
じ
て
、
地
域
課
題
の
解
決
を
図
る
社
会
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
を
行
い
、
広
く
全
国
に
普
及
を
す
る
。

過
疎
地
域

博
物
館

図
書
館

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
機
能
の
低
下

人
材
の
育
成
が
困
難

学
校

小
規
模
学
校

＜
小
規
模
学
校
の
課
題
＞

・
集
団
の
中
で
自
己
主
張
し
た
り
、
他
者
を
尊
重
す
る
経
験
を
積
み
に
く
く
、

社
会
性
や
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
が
身
に
つ
き
に
く
い

・
児
童
生
徒
の
人
間
関
係
や
相
互
の
評
価
が
固
定
化
し
や
す
い

・
切
磋
琢
磨
す
る
環
境
の
中
で
意
欲
や
成
長
が
引
き
出
さ
れ
に
く
い

等

遠
隔
地
間
に
お
け
る
双
方
向
型
の
合
同
学
習
を
実
施

＜
学
校
教
育
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
実
証
研
究
＞

人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
学
校
教
育
・
社
会
教
育
の
質
の
維
持
向
上
を
図
る

遠
隔
に
よ
る
講
座
や
研
修
の
実
施

遠
隔
学
習
等
活
用
事
例
に
関
す
る
調
査
研
究

遠
隔
学
習
を
導
入
・
実
践
す
る
に
当
た
り
、
参
考
と
な
る
初
歩
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
（
遠
隔
学
習
に
関
す
る
事
前
準
備
や
指
導
方
法
、
及
び
ＩＣ
Ｔ
機
器
の
特
長
を

生
か
し
た
活
用
方
法
な
ど
）
に
つ
い
て
、
実
証
研
究
の
中
間
成
果
の
と
り
ま
と
め
報
告
会
を
開
催
し
普
及
す
る
。
更
に
、
本
実
証
研
究
の
実
効
性
を
高
め
る

た
め
、
実
証
内
容
に
つ
い
て
検
証
を
実
施
し
、
事
業
内
容
の
改
善
を
図
る
。

多
様
な
講
座
等
の

受
講
機
会
の
減
少

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
・
公
民
館

＜
社
会
教
育
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
実
証
研
究
＞

実
証
研
究
（平
成
２
７
年
度
～
平
成
２
９
年
度
）
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